
富士見市指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及び運営並びに指定地域密着型介護予防サービスに係る介護予防 

のための効果的な支援の方法に関する基準を定める条例（平成２４年条例第２９号）新旧対照表 

新 旧 

（趣旨） （趣旨） 

第１条 この条例は、                                          介

護保険法（平成９年法律第１２３号。以下「法」という。）第１１５

条の１４第１項及び第２項の規定に基づき、指定地域密着型介護予防

サービスの事業の人員、設備及び運営並びに指定地域密着型介護予防

サービスに係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準を

定めるものとする。 

第１条 この条例は、指定地域密着型介護予防サービスの事業に係る介

護保険法（平成９年法律第１２３号。以下「法」という。）第１１５

条の１４第１項及び第２項の規定に基づき、指定地域密着型介護予防

サービスの事業の人員、設備及び運営並びに指定地域密着型介護予防

サービスに係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準を

定めるものとする。 

（基本方針） （基本方針） 

第４条 指定地域密着型介護予防サービスに該当する介護予防認知症対

応型通所介護（以下「指定介護予防認知症対応型通所介護」という。）

の事業は、その認知症（法第５条の２第１項に規定する認知症をいう。

以下同じ。）である利用者（その者の認知症の原因となる疾患が急性

の状態にある者を除く。以下同じ。）が可能な限りその居宅において、

自立した日常生活を営むことができるよう、必要な日常生活上の支援

及び機能訓練を行うことにより、利用者の心身機能の維持回復を図り、

もって利用者の生活機能の維持又は向上を目指すものでなければなら

ない。 

第４条 指定地域密着型介護予防サービスに該当する介護予防認知症対

応型通所介護（以下「指定介護予防認知症対応型通所介護」という。）

の事業は、その認知症（法第５条の２      に規定する認知症をいう。

以下同じ。）である利用者（その者の認知症の原因となる疾患が急性

の状態にある者を除く。以下同じ。）が可能な限りその居宅において、

自立した日常生活を営むことができるよう、必要な日常生活上の支援

及び機能訓練を行うことにより、利用者の心身機能の維持回復を図り、

もって利用者の生活機能の維持又は向上を目指すものでなければなら

ない。 

（従業者の員数） （従業者の員数） 

第５条 単独型指定介護予防認知症対応型通所介護（特別養護老人ホー

ム等（特別養護老人ホーム（老人福祉法（昭和３８年法律第１３３号）

第５条 単独型指定介護予防認知症対応型通所介護（特別養護老人ホー

ム等（特別養護老人ホーム（老人福祉法（昭和３８年法律第１３３号）



第２０条の５に規定する特別養護老人ホームをいう。以下同じ。）、

同法第２０条の４に規定する養護老人ホーム、病院、診療所、介護老

人保健施設、介護医療院、社会福祉施設又は特定施設に併設されてい

ない事業所において行われる指定介護予防認知症対応型通所介護をい

う。以下同じ。））の事業を行う者及び併設型指定介護予防認知症対

応型通所介護（特別養護老人ホーム等に併設されている事業所におい

て行われる指定介護予防認知症対応型通所介護をいう。以下同じ。）

の事業を行う者（以下「単独型・併設型指定介護予防認知症対応型通

所介護事業者」という。）が当該事業を行う事業所（以下「単独型・

併設型指定介護予防認知症対応型通所介護事業所」という。）ごとに

置くべき従業者の員数は、次のとおりとする。 

第２０条の５に規定する特別養護老人ホームをいう。以下同じ。）、

同法第２０条の４に規定する養護老人ホーム、病院、診療所、介護老

人保健施設            、社会福祉施設又は特定施設に併設されてい

ない事業所において行われる指定介護予防認知症対応型通所介護をい

う。以下同じ。））の事業を行う者及び併設型指定介護予防認知症対

応型通所介護（特別養護老人ホーム等に併設されている事業所におい

て行われる指定介護予防認知症対応型通所介護をいう。以下同じ。）

の事業を行う者（以下「単独型・併設型指定介護予防認知症対応型通

所介護事業者」という。）が当該事業を行う事業所（以下「単独型・

併設型指定介護予防認知症対応型通所介護事業所」という。）ごとに

置くべき従業者の員数は、次のとおりとする。 

（１）～（３） （略） （１）～（３） （略） 

２～７ （略） ２～７ （略） 

（設備及び備品等） （設備及び備品等） 

第７条 （略） 第７条 （略） 

２ 前項に掲げる設備の基準は、次のとおりとする。 ２ 前項に掲げる設備の基準は、次のとおりとする。 

（１） 食堂及び機能訓練室 （１） 食堂及び機能訓練室 

ア 食堂及び機能訓練室は、それぞれ必要な広さを有するものとし、

その合計した面積は、３平方メートルに利用定員を乗じて得た面

積以上とすること。 

ア 食堂及び機能訓練室は、それぞれ必要な広さを有するものとし、

その合計した面積は、３平方メートルに利用定員を乗じて得た面

積以上とすること。 

イ アにかかわらず、食堂及び機能訓練室は、食事の提供の際には

その提供に支障がない広さを確保することができ、かつ、機能訓

練を行う際にはその実施に支障がない広さを確保することができ

る場合にあっては、同一の場所とすることができる。 

イ アにかかわらず、食堂及び機能訓練室は、食事の提供の際には

その提供に支障がない広さを確保でき          、かつ、機能訓

練を行う際にはその実施に支障がない広さを確保できる        

  場合にあっては、同一の場所とすることができる。 



（２） （略） （２） （略） 

３～５ （略） ３～５ （略） 

（利用定員等） （利用定員等） 

第９条 共用型指定介護予防認知症対応型通所介護事業所の利用定員

（当該共用型指定介護予防認知症対応型通所介護事業所において同時

に共用型指定介護予防認知症対応型通所介護の提供を受けることがで

きる利用者の数の上限をいう。）は、指定認知症対応型共同生活介護

事業所又は指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業所においては

共同生活住居（法第８条第２０項又は法第８条の２第１５項に規定す

る共同生活を営むべき住居をいう。）ごとに                       

                     、指定地域密着型特定施設又は指定地域密着型

介護老人福祉施設（ユニット型指定地域密着型介護老人福祉施設（指

定地域密着型サービス基準条例第１７８条に規定するユニット型指定

地域密着型介護老人福祉施設をいう。以下この項において同じ。）を

除く。）においては施設ごとに１日当たり３人以下とし、ユニット型

指定地域密着型介護老人福祉施設においてはユニットごとに当該ユニ

ット型指定地域密着型介護老人福祉施設の入居者の数と当該共用型指

定介護予防認知症対応型通所介護の利用者の数の合計が１日当たり１

２人以下となる数とする。 

第９条 共用型指定介護予防認知症対応型通所介護事業所の利用定員

（当該共用型指定介護予防認知症対応型通所介護事業所において同時

に共用型指定介護予防認知症対応型通所介護の提供を受けることがで

きる利用者の数の上限をいう。）は又は指定介護予防認知症対応型共

同生活介護事業所                                    においては

共同生活住居（法第８条第２０項又は法第８条の２第１５項に規定す

る共同生活を営むべき住居をいう。）ごとに、指定介護予防認知症対

応型共同生活介護事業所、指定地域密着型特定施設又は指定地域密着

型介護老人福祉施設                                            

                                                              

                                                              

          においては施設ごとに１日当たり３人以下              

                                                              

                                                              

                                                              

                  とする。 

２ 共用型指定介護予防認知症対応型通所介護事業者は、指定居宅サー

ビス（法第４１条第１項に規定する指定居宅サービスをいう。第４４

条第６項の表の当該指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業所の同

一敷地内に中欄に掲げる施設等のいずれかがある場合の項の中欄及び

第７９条において同じ。）、指定地域密着型サービス（法第４２条の

２第１項に規定する指定地域密着型サービスをいう。第７９条におい

２ 共用型指定介護予防認知症対応型通所介護事業者は、指定居宅サー

ビス（法第４１条第１項に規定する指定居宅サービスをいう         

                                                              

                                                              

                   。）、指定地域密着型サービス（法第４２条の２

第１項に規定する指定地域密着型サービスをいう                  



て同じ。）、指定居宅介護支援（法第４６条第１項に規定する指定居

宅介護支援をいう。）、指定介護予防サービス（法第５３条第１項に

規定する指定介護予防サービスをいう。第７９条において同じ。）、

指定地域密着型介護予防サービス若しくは指定介護予防支援（法第５

８条第１項に規定する指定介護予防支援をいう。以下同じ。）の事業

又は介護保険施設（法第８条第２５項に規定する介護保険施設をいう。

第７９条において同じ。）若しくは指定介護療養型医療施設（健康保

険法等の一部を改正する法律（平成１８年法律第８３号）附則第１３

０条の２第１項の規定によりなおその効力を有するものとされた同法

第２６条の規定による改正前の法第４８条第１項第３号に規定する指

定介護療養型医療施設をいう。第４４条第６項の表の当該指定介護予

防小規模多機能型居宅介護事業所に中欄に掲げる施設等のいずれかが

併設されている場合の項の中欄において同じ。）の運営（同条第７項

において「指定居宅サービス事業等」という。）について３年以上の

経験を有する者でなければならない。 

    。）、指定居宅介護支援（法第４６条第１項に規定する指定居宅

介護支援をいう。）、指定介護予防サービス（法第５３条第１項に規

定する指定介護予防サービスをいう                      。）、指

定地域密着型介護予防サービス若しくは指定介護予防支援（法第５８

条第１項に規定する指定介護予防支援をいう          。）の事業又

は介護保険施設（法第８条第２５項に規定する介護保険施設をいう   

                   。）若しくは指定介護療養型医療施設（健康保険

法等の一部を改正する法律（平成１８年法律第８３号）附則第１３０

条の２第１項の規定によりなおその効力を有するものとされた同法第

２６条の規定による改正前の法第４８条第１項第３号に規定する指定

介護療養型医療施設をいう。第４４条第６項の表の当該指定介護予防

小規模多機能型居宅介護事業所に中欄に掲げる施設等のいずれかが併

設されている場合の項の中欄において同じ。）の運営（同条第７項に

おいて「指定居宅サービス事業等」という。）について３年以上の経

験を有する者でなければならない。 

（利用者に関する市への通知） （利用者に関する市への通知） 

第２４条 指定介護予防認知症対応型通所介護事業者は、指定介護予防

認知症対応型通所介護を受けている利用者が次の各号のいずれかに該

当する場合は、遅滞なく、意見を付してその旨を市に通知しなければ

ならない。 

第２４条 指定介護予防認知症対応型通所介護事業者は、指定介護予防

認知症対応型通所介護を受けている利用者が次の各号のいずれかに該

当する場合は、遅滞なく、意見を付してその旨を市に通知しなければ

ならない。 

（１） 正当な理由がなく、指定介護予防認知症対応型通所介護の利

用に関する指示に従わないことにより、要支援状態の程度を増進さ

せたと認められるとき、又は要介護状態になったと認められるとき。 

（１） 正当な理由なしに指定介護予防認知症対応型通所介護  の利

用に関する指示に従わないことにより、要支援状態の程度を増進さ

せたと認められるとき、又は要介護状態になったと認められるとき。 

（２） （略） （２） （略） 

（勤務体制の確保等） （勤務体制の確保等） 



第２８条 指定介護予防認知症対応型通所介護事業者は、利用者に対し

て適切な指定介護予防認知症対応型通所介護を提供することができる

よう、指定介護予防認知症対応型通所介護事業所ごとに従業者の勤務

の体制を定めておかなければならない。 

第２８条 指定介護予防認知症対応型通所介護事業者は、利用者に対し

て適切な指定介護予防認知症対応型通所介護を提供できる          

よう、指定介護予防認知症対応型通所介護事業所ごとに従業者の勤務

の体制を定めておかなければならない。 

２・３ （略） ２・３ （略） 

（苦情処理） （苦情処理） 

第３６条 （略） 第３６条 （略） 

２～４ （略） ２～４ （略） 

５ 指定介護予防認知症対応型通所介護事業者は、提供した指定介護予

防認知症対応型通所介護に係る利用者からの苦情に関して国民健康保

険団体連合会（国民健康保険法（昭和３３年法律第１９２号）第４５

条第５項に規定する国民健康保険団体連合会をいう。以下同じ。）が

行う調査（法第１７６条第１項第３号に規定する調査をいう。）に協

力するとともに、国民健康保険団体連合会から指導又は助言（同号に

規定する指導又は助言をいう。）を受けた場合には、当該指導又は助

言に従って必要な改善を行わなければならない。 

５ 指定介護予防認知症対応型通所介護事業者は、提供した指定介護予

防認知症対応型通所介護に係る利用者からの苦情に関して国民健康保

険団体連合会（国民健康保険法（昭和３３年法律第１９２号）第４５

条第５項に規定する国民健康保険団体連合会をいう。以下同じ。）が

行う法第１７６条第１項第３号に規定する調査                に協

力するとともに、国民健康保険団体連合会から同号に規定する指導又

は助言                        を受けた場合には、当該指導又は助

言に従って必要な改善を行わなければならない。 

６ （略） ６ （略） 

（地域との連携等） （地域との連携等） 

第３９条 指定介護予防認知症対応型通所介護事業者は、指定介護予防

認知症対応型通所介護の提供に当たっては、利用者、利用者の家族、

地域住民の代表者、指定介護予防認知症対応型通所介護事業所が所在

する市町村職員又は当該指定介護予防認知症対応型通所介護事業所が

所在する区域を管轄する地域包括支援センター（法第１１５条の４６

第１項に規定する地域包括支援センターをいう。）の職員、介護予防

第３９条 指定介護予防認知症対応型通所介護事業者は、指定介護予防

認知症対応型通所介護の提供に当たっては、利用者、利用者の家族、

地域住民の代表者、指定介護予防認知症対応型通所介護事業所が所在

する市町村職員又は当該指定介護予防認知症対応型通所介護事業所が

所在する区域を管轄する法第１１５条の４６第１項に規定する地域包

括支援センター                                 の職員、介護予防



認知症対応型通所介護について知見を有する者等により構成される協

議会（以下この項において「運営推進会議」という。）を設置し、お

おむね６月に１回以上、運営推進会議に対して活動状況を報告し、運

営推進会議による評価を受けるとともに、運営推進会議から必要な要

望、助言等を聴く機会を設けなければならない。 

認知症対応型通所介護について知見を有する者等により構成される協

議会（以下この項において「運営推進会議」という。）を設置し、お

おむね６月に１回以上、運営推進会議に対して活動状況を報告し、運

営推進会議による評価を受けるとともに、運営推進会議から必要な要

望、助言等を聴く機会を設けなければならない。 

２～５ （略） ２～５ （略） 

（記録の整備） （記録の整備） 

第４０条 （略） 第４０条 （略） 

２ 指定介護予防認知症対応型通所介護事業者は、利用者に対する指定

介護予防認知症対応型通所介護の提供に関する次に掲げる記録を整備

し、その完結の日から５年間保存しなければならない。 

２ 指定介護予防認知症対応型通所介護事業者は、利用者に対する指定

介護予防認知症対応型通所介護の提供に関する次に掲げる記録を整備

し、その完結の日から２年間保存しなければならない。 

（１）～（６） （略） （１）～（６） （略） 

（従業者の員数等） （従業者の員数等） 

第４４条 （略） 第４４条 （略） 

２～５ （略） ２～５ （略） 

６ 次の表の左欄に掲げる場合において、前各項に定める人員に関する

基準を満たす介護予防小規模多機能型居宅介護従業者を置くほか、同

表の中欄に掲げる施設等の人員に関する基準を満たす従業者を置いて

いるときは、同表の右欄に掲げる当該介護予防小規模多機能型居宅介

護従業者は、同表の中欄に掲げる施設等の職務に従事することができ

る。 

６ 次の表の左欄に掲げる場合において、前各項に定める人員に関する

基準を満たす介護予防小規模多機能型居宅介護従業者を置くほか、同

表の中欄に掲げる施設等の人員に関する基準を満たす従業者を置いて

いるときは、同表の右欄に掲げる当該介護予防小規模多機能型居宅介

護従業者は、同表の中欄に掲げる施設等の職務に従事することができ

る。 

【別記1 参照】 【別記1 参照】 

７ 第１項の規定にかかわらず、サテライト型指定介護予防小規模多機

能型居宅介護事業所（指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業所で

７ 第１項の規定にかかわらず、サテライト型指定介護予防小規模多機

能型居宅介護事業所（指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業所で



あって、指定居宅サービス事業等その他の保健医療又は福祉に関する

事業について３年以上の経験を有する指定介護予防小規模多機能型居

宅介護事業者又は指定看護小規模多機能型居宅介護事業者（指定地域

密着型サービス基準条例第１９１条第１項に規定する指定看護小規模

多機能型居宅介護事業者をいう。）により設置される当該指定介護予

防小規模多機能型居宅介護事業所以外の指定介護予防小規模多機能型

居宅介護事業所又は指定看護小規模多機能型居宅介護事業所（同項に

規定する指定看護小規模多機能型居宅介護事業所をいう。）であって

当該指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業所に対して指定介護予

防小規模多機能型居宅介護の提供に係る支援を行うもの（以下この章

において「本体事業所」という。）との密接な連携の下に運営される

ものをいう。以下同じ。）に置くべき訪問サービスの提供に当たる介

護予防小規模多機能型居宅介護従業者については、本体事業所の職員

により当該サテライト型指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業所

の登録者の処遇が適切に行われると認められるときは、１人以上とす

ることができる。 

あって、指定居宅サービス事業等その他の保健医療又は福祉に関する

事業について３年以上の経験を有する指定介護予防小規模多機能型居

宅介護事業者又は指定看護小規模多機能型居宅介護事業者（指定地域

密着型サービス基準条例第１９１条第１項に規定する指定看護小規模

多機能型居宅介護事業者をいう。）により設置される当該指定介護予

防小規模多機能型居宅介護事業所以外の指定介護予防小規模多機能型

居宅介護事業所又は指定看護小規模多機能型居宅介護事業所（同項に

規定する指定看護小規模多機能型居宅介護事業所をいう。）であって

当該指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業所に対して指定介護予

防小規模多機能型居宅介護の提供に係る支援を行うもの（以下「     

         本体事業所」という。）との密接な連携の下に運営されるも

のをいう。以下同じ。）に置くべき訪問サービスの提供に当たる介護

予防小規模多機能型居宅介護従業者については、本体事業所の職員に

より当該サテライト型指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業所の

登録者の処遇が適切に行われると認められるときは、１人以上とする

ことができる。 

８～１３ （略） ８～１３ （略） 

（管理者） （管理者） 

第４５条 （略） 第４５条 （略） 

２ （略） ２ （略） 

３ 前２項の管理者は、特別養護老人ホーム、老人デイサービスセンタ

ー（老人福祉法第２０条の２の２に規定する老人デイサービスセンタ

ーをいう。以下同じ。）、介護老人保健施設、介護医療院、指定認知

症対応型共同生活介護事業所、指定複合型サービス事業所（指定地域

密着型サービス基準条例第１９２条第３項に規定する指定複合型サー

３ 前２項の管理者は、特別養護老人ホーム、老人デイサービスセンタ

ー（老人福祉法第２０条の２の２に規定する老人デイサービスセンタ

ーをいう。以下同じ。）、介護老人保健施設            、指定認知

症対応型共同生活介護事業所、指定複合型サービス事業所（指定地域

密着型サービス基準条例第１９２条第２項に規定する指定複合型サー



ビス事業所をいう。次条において同じ。）、指定介護予防小規模多機

能型居宅介護事業所等の従業者又は訪問介護員等（介護福祉士又は法

第８条第２項に規定する政令で定める者をいう。次条、第７２条第２

項及び第７３条において同じ。）として認知症である者の介護に３年

以上従事した経験を有する者であって、別に厚生労働大臣が定める研

修を修了しているものでなければならない。 

ビス事業所をいう。次条において同じ。）、指定介護予防小規模多機

能型居宅介護事業所等の従業者又は訪問介護員等（介護福祉士又は法

第８条第２項に規定する政令で定める者をいう。次条、第７２条第２

項及び第７３条において同じ。）として認知症である者の介護に３年

以上従事した経験を有する者であって、別に厚生労働大臣が定める研

修を修了しているものでなければならない。 

（指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業者の代表者） （指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業者の代表者） 

第４６条 指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業者の代表者は、特

別養護老人ホーム、老人デイサービスセンター、介護老人保健施設、

介護医療院、指定認知症対応型共同生活介護事業所、指定複合型サー

ビス事業所、指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業所等の従業者

若しくは訪問介護員等として認知症である者の介護に従事した経験を

有する者又は保健医療サービス若しくは福祉サービスの経営に携わっ

た経験を有する者であって、別に厚生労働大臣が定める研修を修了し

ているものでなければならない。 

第４６条 指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業者の代表者は、特

別養護老人ホーム、老人デイサービスセンター、介護老人保健施設   

         、指定認知症対応型共同生活介護事業所、指定複合型サービ

ス事業所、指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業所等の従業者若

しくは訪問介護員等として認知症である者の介護に従事した経験を有

する者又は保健医療サービス若しくは福祉サービスの経営に携わった

経験を有する者であって、別に厚生労働大臣が定める研修を修了して

いるものでなければならない。 

（設備及び備品等） （設備及び備品等） 

第４８条 （略） 第４８条 （略） 

２ 前項に掲げる設備の基準は、次のとおりとする。 ２ 前項に掲げる設備の基準は、次のとおりとする。 

（１） （略） （１） （略） 

（２） 宿泊室 （２） 宿泊室 

ア 一の宿泊室の定員は、１人とする。ただし、利用者の処遇上必

要と認められる場合は、２人とすることができるものとする。 

ア 一の宿泊室の定員は、１人とする。ただし、利用者の処遇上必

要と認められる場合は、２人とすることができるものとする。 

イ 一の宿泊室の床面積は、７．４３平方メートル以上としなけれ

ばならない。 

イ 一の宿泊室の床面積は、７．４３平方メートル以上としなけれ

ばならない。 



ウ ア及びイを満たす宿泊室（以下この号において「個室」という。）

以外の宿泊室を設ける場合は、個室以外の宿泊室の面積を合計し

た面積はおおむね７．４３平方メートルに宿泊サービスの利用定

員から個室の定員数を減じた数を乗じて得た面積以上とするもの

とし、その構造は利用者のプライバシーが確保されたものでなけ

ればならない。 

ウ ア及びイを満たす宿泊室（以下              「個室」という。）

以外の宿泊室を設ける場合は、個室以外の宿泊室の面積を合計し

た面積はおおむね７．４３平方メートルに宿泊サービスの利用定

員から個室の定員数を減じた数を乗じて得た面積以上とするもの

とし、その構造は利用者のプライバシーが確保されたものでなけ

ればならない。 

エ プライバシーが確保された居間については、ウの個室以外の宿

泊室の面積に含めることができる。 

エ プライバシーが確保された居間については、ウの個室以外の宿

泊室の面積に含めることができる。 

３～５ （略） ３～５ （略） 

（法定代理受領サービスに係る報告） （法定代理受領サービスに係る報告） 

第５４条 指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業者は、毎月、市（法

第５４条の２第９項において準用する法第４１条第１０項の規定によ

り法第５４条の２第８項の規定による審査及び支払に関する事務を国

民健康保険団体連合会に委託している場合にあっては当該国民健康保

険団体連合会        ）に対し、指定介護予防サービス等の利用に係

る計画において位置付けられている指定介護予防サービス等のうち法

定代理受領サービスとして位置付けたものに関する情報を記載した文

書を提出しなければならない。 

第５４条 指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業者は、毎月、市（法

第５４条の２第９項において準用する法第４１条第１０項の規定によ

り法第５４条の２第８項の規定による審査及び支払に関する事務を国

民健康保険団体連合会に委託している場合にあっては当該国民健康保

険団体連合会とする。）に対し、指定介護予防サービス等の利用に係

る計画において位置付けられている指定介護予防サービス等のうち法

定代理受領サービスとして位置付けたものに関する情報を記載した文

書を提出しなければならない。 

（協力医療機関等） （協力医療機関等） 

第６０条 （略） 第６０条 （略） 

２ （略） ２ （略） 

３ 指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業者は、サービスの提供体

制の確保、夜間における緊急時の対応等のため、介護老人福祉施設、

介護老人保健施設、介護医療院、病院等との間の連携及び支援の体制

３ 指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業者は、サービスの提供体

制の確保、夜間における緊急時の対応等のため、介護老人福祉施設、

介護老人保健施設            、病院等との間の連携及び支援の体制



を整えなければならない。 を整えなければならない。 

（居住機能を担う併設施設等への入所等） （居住機能を担う併設施設等への入所等） 

第６３条 指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業者は、可能な限り、

利用者がその居宅において生活を継続することができるよう支援する

ことを前提としつつ、利用者が第４４条第６項の表の当該指定介護予

防小規模多機能型居宅介護事業所に中欄に掲げる施設等のいずれかが

併設されている場合の項の中欄に掲げる施設等その他の施設へ入所等

を希望した場合は、円滑にそれらの施設へ入所等が行えるようにする

ための必要な措置を講ずるよう努めるものとする。 

第６３条 指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業者は、可能な限り、

利用者がその居宅において生活を継続できる          よう支援する

ことを前提としつつ、利用者が第４４条第６項の表の当該指定介護予

防小規模多機能型居宅介護事業所に中欄に掲げる施設等のいずれかが

併設されている場合の項の中欄に掲げる施設等その他の施設へ入所等

を希望した場合は、円滑にそれらの施設へ入所等が行えるようにする

ための必要な措置を講ずるよう努めるものとする。 

（記録の整備） （記録の整備） 

第６４条 （略） 第６４条 （略） 

２ 指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業者は、利用者に対する指

定介護予防小規模多機能型居宅介護の提供に関する次に掲げる記録を

整備し、その完結の日から５年間保存しなければならない。 

２ 指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業者は、利用者に対する指

定介護予防小規模多機能型居宅介護の提供に関する次に掲げる記録を

整備し、その完結の日から２年間保存しなければならない。 

（１）～（８） （略） （１）～（８） （略） 

（管理者） （管理者） 

第７２条 （略） 第７２条 （略） 

２ 共同生活住居の管理者は、適切な指定介護予防認知症対応型共同生

活介護を提供するために必要な知識及び経験を有し、特別養護老人ホ

ーム、老人デイサービスセンター、介護老人保健施設、介護医療院、

指定認知症対応型共同生活介護事業所等の従業者又は訪問介護員等と

して、認知症である者の介護に３年以上従事した経験を有する者であ

って、別に厚生労働大臣が定める研修を修了しているものでなければ

ならない。 

２ 共同生活住居の管理者は、適切な指定介護予防認知症対応型共同生

活介護を提供するために必要な知識及び経験を有し、特別養護老人ホ

ーム、老人デイサービスセンター、介護老人保健施設            、

指定認知症対応型共同生活介護事業所等の従業者又は訪問介護員等と

して、認知症である者の介護に３年以上従事した経験を有する者であ

って、別に厚生労働大臣が定める研修を修了しているものでなければ

ならない。 



（指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業者の代表者） （指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業者の代表者） 

第７３条 指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業者の代表者は、

特別養護老人ホーム、老人デイサービスセンター、介護老人保健施設、

介護医療院、指定認知症対応型共同生活介護事業所等の従業者若しく

は訪問介護員等として、認知症である者の介護に従事した経験を有す

る者又は保健医療サービス若しくは福祉サービスの提供を行う事業の

経営に携わった経験を有する者であって、別に厚生労働大臣が定める

研修を修了しているものでなければならない。 

第７３条 指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業者の代表者は、

特別養護老人ホーム、老人デイサービスセンター、介護老人保健施設 

           、指定認知症対応型共同生活介護事業所等の従業者若しく

は訪問介護員等として、認知症である者の介護に従事した経験を有す

る者又は保健医療サービス若しくは福祉サービスの提供を行う事業の

経営に携わった経験を有する者であって、別に厚生労働大臣が定める

研修を修了しているものでなければならない。 

（身体的拘束等の禁止） （身体的拘束等の禁止） 

第７８条 （略） 第７８条 （略） 

２ （略） ２ （略） 

３ 指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業者は、身体的拘束等の

適正化を図るため、次に掲げる措置を講じなければならない。 

（１） 身体的拘束等の適正化のための対策を検討する委員会を３月

に１回以上開催するとともに、その結果について、介護従業者その

他の従業者に周知徹底を図ること。 

（２） 身体的拘束等の適正化のための指針を整備すること。 

（３） 介護従業者その他の従業者に対し、身体的拘束等の適正化の

ための研修を定期的に実施すること。 

 

（勤務体制の確保等） （勤務体制の確保等） 

第８１条 指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業者は、利用者に

対し、適切な指定介護予防認知症対応型共同生活介護を提供すること

ができるよう従業者の勤務の体制を定めておかなければならない。 

第８１条 指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業者は、利用者に

対し、適切な指定介護予防認知症対応型共同生活介護を提供できる   

       よう従業者の勤務の体制を定めておかなければならない。 

２・３ （略） ２・３ （略） 



（協力医療機関等） （協力医療機関等） 

第８３条 （略） 第８３条 （略） 

２ （略） ２ （略） 

３ 指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業者は、サービスの提供

体制の確保、夜間における緊急時の対応等のため、介護老人福祉施設、

介護老人保健施設、介護医療院、病院等との間の連携及び支援の体制

を整えなければならない。 

３ 指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業者は、サービスの提供

体制の確保、夜間における緊急時の対応等のため、介護老人福祉施設、

介護老人保健施設            、病院等との間の連携及び支援の体制

を整えなければならない。 

（記録の整備） （記録の整備） 

第８５条 （略） 第８５条 （略） 

２ 指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業者は、利用者に対する

指定介護予防認知症対応型共同生活介護の提供に関する次に掲げる記

録を整備し、その完結の日から５年間保存しなければならない。 

２ 指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業者は、利用者に対する

指定介護予防認知症対応型共同生活介護の提供に関する次に掲げる記

録を整備し、その完結の日から２年間保存しなければならない。 

（１）～（７） （略） （１）～（７） （略） 



【別記1】 

新 

当該指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業所に

中欄に掲げる施設等のいずれかが併設されている場

合 

指定認知症対応型共同生活介護事業所、指定地域密着型特定

施設、指定地域密着型介護老人福祉施設、指定介護療養型医

療施設  （医療法（昭和２３年法律第２０５号）第７条第２

項第４号に規定する療養病床を有する診療所であるものに限

る。）又は介護医療院 

介護職員 

当該指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業所の

同一敷地内に中欄に掲げる施設等のいずれかがある

場合 

前項中欄に掲げる施設等、指定居宅サービスの事業を行う事

業所、指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所、指定

認知症対応型通所介護事業所、指定介護老人福祉施設又は介

護老人保健施設 

看護師又は准看護師 

 

旧 

当該指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業所に

中欄に掲げる施設等のいずれかが併設されている場

合 

指定認知症対応型共同生活介護事業所、指定地域密着型特定

施設、指定地域密着型介護老人福祉施設又は指定介護療養型

医療施設（医療法（昭和２３年法律第２０５号）第７条第２

項第４号に規定する療養病床を有する診療所であるものに限

る。）               

介護職員 

当該指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業所の

同一敷地内に中欄に掲げる施設等のいずれかがある

場合 

前項中欄に掲げる施設等、指定居宅サービスの事業を行う事

業所、指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所、指定

認知症対応型通所介護事業所、指定介護老人福祉施設又は介

護老人保健施設 

看護師又は准看護師 

 


